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段階取得における部分時価評価法の再検討
─のれんと取得後利益剰余金の認識を中心に─
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要　　旨
　日本基準を含む国際的な会計基準の現行制度では、連結財務諸表上、段階取得の企業結合に
ついて、従来投資の再測定が行われ、通常、のれんが認識されるとともに再測定差額が損益と
して認識されることとなっている。このことは、かつて認められていた部分時価評価法におい
て、段階取得時に親会社の投資と相殺消去されない取得後利益剰余金とそれに伴うののれんが
認識されることと似ているところがあるようにも見える。本稿では、のれんの増減（通常は増
加）は、現行基準においては従来の投資額を再測定することによる一方で、部分時価評価法（原
則法）においては、投資の再測定によって生じるのではなく、投資と資本の相殺消去の手続き
では相殺消去されない資本である取得後利益剰余金の発生によるものであり、その原因が異
なっていることを示している。
　さらに、本稿では、段階取得における部分時価評価法（原則法）における会計処理が、あた
かもこれまでの株式取得日ごとの投資について連結を遡及的に適用したかのように、すなわち、
あたかも投資当初から支配していたかのように行われることになっていることを指摘してい
る。さらに、そのような会計処理は、支配目的の場合もそうでない場合も一律に行われてよい
かの妥当性、持分法の範囲の拡大可能性、投資の会計単位の捉え方と測定のあり方、投資の継
続の概念との関係等について、検討課題を残していることを指摘している。
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1 　はじめに
　連結財務諸表上、段階的に子会社の支配を獲得するような段階取得について、2007 年に米国財
務会計基準審議会（FASB）から公表された財務会計基準書（SFAS）改訂第 141 号「企業結合」
（FASB 2007）、2008 年に国際会計基準審議会（IASB）から公表された国際財務報告基準（IFRS）
改訂第 3 号「企業結合」（IASB 2008）、2008 年に企業会計基準委員会から公表された企業会計基
準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 2008a）では、従来投資を再測定
し、その差額を損益に含めることが求められることとなった。旧規定では従来投資を再測定する
ことはなく、投資原価は原価の累積で算定されていた。この新たな段階取得の会計処理の規定へ
の懸念は、現在でも少なくないところである 1。
　連結会計では、子会社を取得した際に、子会社の資産負債を時価評価する手続きが行われる。
親会社が子会社の議決権を 100％は取得しない、すなわち 100％未満の取得を行うとき、その時価
評価の範囲として、親会社株主持分に相当する資産負債を時価評価する部分時価評価法、および
親会社株主持分だけでなく非支配株主持分に相当する資産負債を時価評価する全面時価評価法が
ある。部分時価評価法は、日本基準を含む国際的な会計基準において、FASB（2007）、2004 年に
国際会計基準審議会（IASB）から公表された国際財務報告基準（IFRS）第3号「企業結合」（IASB 
2004）、企業会計基準委員会（2008a）および 2008 年に公表された企業会計基準第 22 号「連結財
務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 2008b）によって廃止されることとなった 2。そ
の結果、現行の国際的な会計基準においては、全面時価評価法のみが採用されており、一方で、
関連会社等に適用される持分法会計では、部分時価評価法のような会計処理が引き続き採用され
ており、部分時価評価法の考え方自体がなくなったわけではない。段階取得における部分時価評
価法の処理について、かつての米国基準や国際会計基準の規定においては、詳細があまり示され
ていなかったが、日本基準においては、旧資本連結実務指針（日本公認会計士協会 2008）および
現行の持分法会計実務指針（日本公認会計士協会 2018）で詳細が定められている 3。過去に持分
法が適用されていない被投資会社の持分の段階取得において、部分時価評価法が用いられると
₁ 　たとえば、梅原（2017）、菊谷（2017）、斎藤（2013）、田中（2016）（2017）、辻山（2015）、山内
（2010）等で、再考の余地があることが指摘されている。
₂ 　企業会計基準委員会（2008）に至る審議の段階で行われた調査である企業会計基準委員会企業結合
プロジェクト・チーム（2007，29-30）では、2006 年 4 月 1 日から 2007 年 3 月 31 日までに終了する
連結会計年度に係る有価証券報告書を提出した 3,451 社のうち、全面時価評価法を採用していた企業
は 96.4％の 3,326 社であったことが示されている。企業会計基準委員会（2007）でも、この調査が参
照されている。
₃ 　日本公認会計士協会（2008）では、部分時価評価法について、取得後利益剰余金を考慮する原則法
とそうでない簡便法が定められていた。
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き、過去の投資分に相当する取得後利益剰余金は、親会社（投資会社）の投資と相殺消去せず、
のれん（投資額の増額）とともに認識することになっている 4。
　この段階取得において部分時価評価法を適用するときに生じるのれんの増額と取得後利益剰余
金については、一見すると、現行基準で規定されている段階取得における従来投資の再測定に伴
うのれんと損益の発生と似ているようにも考えられる。両者は同じものなのか異なるものなの
か、異なるとすればどのように異なっているのであろうか。本稿では、このような問題意識をも
とに、段階取得において部分時価評価法を適用した際に認識されるのれんと取得後利益剰余金の
認識を再検討し、現行の段階取得等の会計処理との関係、さらにその示唆を検討することを目的
とする。
　本稿の構成は、次のとおりである。第 2 節では、会計基準等の規定と先行研究の概要を説明す
る。そのうえで、第 3 節では、段階取得における部分時価評価法で計上されるのれんと取得後利
益剰余金の意味を再検討する。続く第 4 節では、段階取得における部分時価評価法の再検討から
の示唆を検討する。最後に第 5 節では、結論を述べる。
2 　会計基準等の規定と先行研究の概要
2．1　会計基準等の現行規定の概要
　現行の国際的な会計基準における段階取得の規定については、ほぼ同様である。同時に共同で
開発された FASB（2007）と IASB（2008）では、段階的に達成される企業結合において、取得企
業は従来保有していた被取得企業に対する資本持分を、取得日公正価値で再測定し、それにより
利得又は損失が生じる場合には、当該利得又は損失を、適宜、純損益又はその他の包括利益に認
識しなければならないとされている（FASB 2007，48 項 ; IASB 2008，42 項）5。日本基準でも、連
結上は、同様の規定となっている。
　先述のとおり、段階取得における部分時価評価法の適用について、国際会計基準（IAS）第 22
号「企業結合」（IASC 1998）等では、あまり詳細な定めはなされていなかった 6。そこで、段階
₄ 　持分法を適用している場合は、連結上、すでに持分相当額の被投資会社の損益を取り込んでいるた
め、段階（追加）取得時の特段の考慮は不要である。
₅ 　なお、過去の報告期間において、取得企業は、被取得企業に対する資本持分の価値の変動をその他
の包括利益に認識している場合、その他の包括利益に認識された金額は、取得企業が従来保有してい
た資本持分を直接処分したならば要求されたであろう基準と同じ基準で認識しなければならないと
されている（IASB 2008，42 項）。
₆ 　それ以前の、IASC（1983）（1993）でも同様である。
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取得における部分時価評価法の詳細な規定について、企業会計基準委員会（2008b）による部分
時価評価法の廃止を反映した会計制度委員会報告第 7 号「連結財務諸表における資本連結手続に
関する実務指針」（日本公認会計士協会 2009）より前の規定を参照することとする。部分時価評
価法が規定されていた実務指針の最終改正は、2008 年 3 月公表のもの（日本公認会計士協会 
2008）である。
　子会社の資産及び負債の評価差額の計上について、部分時価評価法によっている場合、子会社
の資産及び負債のうち親会社持分に対応する部分を株式の取得日ごとに当該日の時価で評価し、
少数株主持分 7 に対応する部分については子会社の個別貸借対照表上の金額によるとされ、時価
評価による簿価修正額は親会社持分に対応する部分のみを資産及び負債に計上し、その税効果額
控除後の金額を評価差額として計上するとされている（日本公認会計士協会 2008，15 項）。さら
に、支配獲得時までに株式を段階的に取得している場合には、子会社の資産及び負債を株式の取
得日ごとに当該日の時価で評価することが原則とされている 8（日本公認会計士協会 2008，15
項）。
　上の方法が原則法とされる一方で、簡便法も規定されている。部分時価評価法を採用している
場合であっても、株式の段階取得に係る連結計算の結果が原則法によって処理した場合と著しく
相違しないときには、支配獲得日における時価を基準として、子会社の資産・負債のうち親会社
の持分に相当する部分を一括して評価することができ、過去の段階的な株式取得時の詳細なデー
タが入手できず、投資と資本との相殺消去手続をある一定時点を基準日として行わざるを得ない
場合にも認められるとされている 9（日本公認会計士協会 2008，16 項）。
　支配を獲得した場合、親会社の投資と子会社の資本との相殺消去について、部分時価評価法に
おける原則法によっている場合、株式を段階的に取得していれば、株式取得日ごとに算定した子
会社の資本のうち取得した株式に対応する部分を子会社に対する投資と相殺消去するため、株式
取得日までの利益剰余金のうち親会社持分額（「取得時利益剰余金」）は投資と相殺消去され、株
式の取得後に生じた子会社の利益剰余金のうち親会社持分額（「取得後利益剰余金」）は、相殺消
去されずに利益剰余金又は当期純損益として処理されることとなるとされている（日本公認会計
士協会 2008，20 項）。一方、簡便法によっている場合には、取得後利益剰余金であっても簡便法
₇ 　少数株主持分は、現行基準でいう非支配株主持分と同じものである。以下の用語法も同様である。
₈ 　なお、支配獲得後に株式の追加取得を行った場合には、子会社の資産及び負債を追加取得日の時価
で評価し、当該時価評価額と個別貸借対照表上の金額との差額のうち追加取得した株式に対応する
部分を評価差額として追加計上しなければならないとされている（日本公認会計士協会 2008，15
項）。
₉ 　この場合、データ上、投資と資本の相殺消去手続を支配獲得日より前の日を基準日として行うこと
が可能であれば、部分時価評価法の趣旨からは、可能な限り、相殺消去手続を行い得る日にさかの
ぼって、当該日における時価を基準として資産及び負債の評価を行うことが望ましいとされている
（日本公認会計士協会 2008，16 項）。
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適用日までに生じたものについては投資と相殺消去されるが、簡便法適用日後に生じた取得後利
益剰余金は相殺消去されずに、連結損益計算書上、当期純損益として処理されることとなるとさ
れている（日本公認会計士協会 2008，20 項）。
2 ．2 　主な先行研究の概要
　段階取得と子会社資産負債の評価を両方扱っている主な先行研究としては、FASB（1991）、川
本（2002）、黒川（1998）等がある。黒川（1998，186-192）では、段階法、一括法・連結評価剰
余金非計上法、一括法・連結評価剰余金計上法に分けて、検討が行われている。このうち、連結
評価剰余金計上法は、現行基準のような投資額の再評価に伴うものである。FASB（1991）では、
親会社説、経済的単一体説といった連結基礎概念に基づく段階取得の会計処理について、考察が
行われている。川本（2002）では、全面時価評価法と部分時価評価法、段階法と一括法の組み合
わせがマトリックスで 4 つありうることが指摘されている。本稿で取り上げる、段階取得におけ
る従来投資の再測定と段階取得における部分時価評価法の取得後利益剰余金の関係を検討したも
のはないように思われる。
3 　取得後利益剰余金計上の再検討
3．1　取得後利益剰余金に関する設例
　ここでは、日本公認会計士協会（2008）に挙げられている、部分時価評価法（原則法）、部分時
価評価法（簡便法）、および全面時価評価法の 3 つを比較しながら、段階取得において部分時価評
価法（原則法）を採るときの取得後利益剰余金について、設例を用いてより明確にする。ここで
の設例の数値例は、日本公認会計士協会（2008，設例 2）に基づいている 10。
設例　株式の段階取得により持分比率が 10％（原価法）から 60％（連結）になった場合
【前提条件】
1．新規取得年度（X1 年 3 月 31 日）
ア．P 社は S 社株式 10％を X1 年 3 月 31 日に 150 で取得し、S 社を原価法適用会社とした。
イ．S 社の資産のうち土地は 800（簿価）であり、その時価は X1 年 3 月 31 日 1,000 である。
10　なお、のれんは、現行日本基準と同様、購入のれん方式によって算定するものとする。
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ウ．P 社の個別貸借対照表（X1 年 3 月 31 日）資産 4,800（うち S 社株式 150）　負債 3,000　資本
金 1,500　繰越利益剰余金 300
エ．S 社の個別貸借対照表（X1 年 3 月 31 日）資産 1,200　負債 500　資本金 500　繰越利益剰余
金 200
2．追加取得年度（X2 年 3 月 31 日）
ア．P 社は S 社株式 50％を X2 年 3 月 31 日に 750 で追加取得し、S 社を連結子会社とした（合計
60％ 900）。
イ．S 社の資産のうち土地は 800（簿価）であり、その時価は X2 年 3 月 31 日 1,200 である。
ウ．P 社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日）資産 5,000（うち S 社株式 900）　負債 3,000　資本
金 1,500　繰越利益剰余金 500（当期純利益 200）
エ．S 社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日）資産 1,300　負債 500　資本金 500　繰越利益剰余
金 300（当期純利益 100）
【A　部分時価評価法（原則法）による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）S 社土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、株式取得日（X1 年 3 月
31 日及び X2 年 3 月 31 日）ごとに算定した親会社持分額を S 社の資本に計上する。
（借方 ) 土 地 220 （貸方 ) 評 価 差 額 ① 220
①（1,000－800）×10％ ＋（1,200－800）×50％＝220
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
　S 社の X2 年 3 月期の修正後貸借対照表に基づき、P 社の S 社株式と S 社の資本との相殺消去
及び非支配株主持分への振替を行い、消去差額をのれんに計上する。部分時価評価法では、評価
差額は親会社持分額だけが計上されるため、非支配株主持分には評価差額は含まれない。
（借方 ) 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 ② 320
評 価 差 額 220
利 益 剰 余 金
─ 新 規 連 結
③ 10
の れ ん ④ 210
②（500＋300）×40％＝320
③ 100×10％＝10
④［150－｛（500＋200）×10％＋（1,000－800）×10％｝］＋［750－｛（500＋300）×50％＋（1,200
－800）×50％｝］＝210
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【B　部分時価評価法（簡便法）による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、その親会社持分額を S
社の資本に計上する。
（借方） 土 地 240 （貸方） 評 価 差 額 ⑤ 240
⑤（1,200－800）×60％＝240
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
（借方） 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 320
評 価 差 額 240
の れ ん ⑥ 180
⑥（150＋750）－｛（500＋300）×60％＋240｝＝180
【C　全面時価評価法による会計処理（X2 年 3 月 31 日）】
（1）土地に係る評価差額の計上
　S 社の支配獲得日（X2 年 3 月 31 日）の土地に係る評価差額について、その全額を S 社の資本
に計上する。
（借方） 土 地 400 （貸方） 評 価 差 額 ⑦ 400
⑦ 1,200－800＝400
（2）P 社の投資（S 社株式）と S 社の資本との相殺消去及びのれんの計上
（借方） 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰越利益剰余金 300 非支配株主持分 ⑧ 480
評 価 差 額 400
の れ ん ⑨ 180
⑧（500＋300＋400）×40％＝480
⑨（150＋750）－（500＋300＋400）×60％＝180
　取得後利益剰余金は、株式の取得後に生じた子会社（子会社になる前の被投資会社）の利益剰
余金のうち親会社持分額のことである。この設例において着目すべきは、A、B、C それぞれの借
方にあるのれんである（太字部分）。A の部分時価評価法（原則法）によるのれんは、B の部分時
価評価法（簡便法）や C の全面時価評価法と比べて 30 大きくなっている。その原因は、次の 2
つである。第 1 は、部分時価評価法（原則法）においては、土地の評価差額を計上する際に取得
日ごとの時価を用い、かつ X1 年 3 月 31 日の土地の時価が X2 年 3 月 31 日の土地の時価よりも小
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さくなっているために、親会社に係る評価差額が 20 小さくなっていることである。第 2 は、部分
時価評価法（原則法）においては、子会社 S 社の利益剰余金の一部（取得後利益剰余金の持分相
当額）10 を相殺消去しないことである（A の貸方の網掛け部分）。本稿で焦点を当てるのは、後
者の取得後利益剰余金の持分相当額である 11。
3 ．2 　取得後利益剰余金を連結上計上する意味
　先述のとおり、取得後利益剰余金は、相殺消去されずに利益剰余金又は当期純損益として処理
される（日本公認会計士協会 2008，20 項）。言い換えれば、子会社の取得後利益剰余金は、投資
と資本の相殺消去の手続きで親会社の投資と相殺消去されない資本である。設例のように、この
段階取得における取得後利益剰余金は、日本基準でいう部分時価評価法の簡便法や全面時価評価
法では、計上されないものである。
　段階取得における部分時価評価法（原則法）の会計処理では、結果として、過去の持分投資に
ついて、持分に相当する分だけ取得後利益剰余金をのれんの変動とともに取り込むことになって
いる。大雑把にいえば、部分時価評価法の原則法における規定や仕訳は、あたかもこれまでの株
式取得日ごとの投資（上述の設例では 10％持分取得分のみ）について連結（または持分法）を適
用したかのように調整することとなっていると考えられる。いわば遡及的に投資額の調整計算を
行っているといえる。なお、取得後利益剰余金を（貸方）計上することによって、相殺消去すべ
き利益剰余金を調整（減額）しているようにも見える。すなわち、両建てではなく、純額で利益
剰余金を相殺消去する場合も同様の結果となる。
　会計方針の変更に該当するために、従来投資に部分時価評価法による連結手続きを遡及適用し
ているということも考えられる。たとえば、新会計基準を適用する初年度における経過措置と似
たところがあるかもしれない。新会計基準の適用は会計基準等の改正に伴う会計方針の変更とし
て取り扱われるが、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の適用初年度
の累積的影響額は、適用初年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用することができるとされる（たとえば、企業会計基準委員会 2018，84 項ただし書き）12。
　なお、持分法適用会社の株式の段階取得や支配獲得後の追加取得の場合、すでに当該部分は、
連結業績に取り込まれていることから、特に問題とはならない。たとえば、日本公認会計士協会
（2008，34 項）で「株式の段階取得により関連会社が連結子会社となった場合、持分法適用時に既
に関連会社の資産及び負債が部分時価評価法に準ずる方法により評価しているため、評価差額及
11　なお、①の時価評価差額のタイミングの差異から生じる差額は、持分法適用会社の持分を追加取得
した場合にも生じる。
12　会計方針の変更それ自体の規定は、企業会計基準委員会（2009）にある。
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びのれんについて部分時価評価法によった場合と同一の結果が得られる。したがって、部分時価
評価法を連結会計方針として採用している場合には、株式の追加取得により支配獲得を行った時
点で、既取得株式につき持分法による投資評価額に含まれる評価差額をそのまま部分時価評価法
による評価差額として引き継いだ上で、追加した株式に対応する持分について支配獲得日の時価
に基づき評価差額を計上しなければならない。」と規定されているとおりである。
4 　段階取得における部分時価評価法の会計処理からの示唆
4．1　現行の段階取得の会計処理との関係
　部分時価評価法（原則法）では、資産負債の時価評価で投資ごとに異なる時価を用いること、
取得後利益剰余金の持分相当額を相殺消去しないことにより、部分時価評価法（簡便法）や全面
時価評価法とはのれんが異なりうる。日本公認会計士協会（2008，設例 2）で示された数値例のよ
うに、取得後利益剰余金は通常プラス（貸方計上）となることから、部分時価評価法（原則法）
では、部分時価評価法（簡便法）や全面時価評価法よりも、通常のれんが大きくなる 13。
　のれんが大きくなりうる点では、この取得後利益剰余金の問題は、現行基準で定められている
段階取得における従来投資の再測定と共通するところがある。ただし、その原因は異なっている
点に留意が必要である。現行基準においては、従来の投資額を再測定することでのれんが増減
（通常は増加）する。一方で、取得後利益剰余金は、投資の再測定によって生じるのではなく、投
資と資本の相殺消去の手続きでは相殺消去されない資本である。前者の再測定差額のうち、概念
上は後者の取得後利益剰余金に相当する部分も含まれうるものの、両者は異なる原因で発生する
ものである。
　なお、部分時価評価法（原則法）の会計処理のように、段階取得における再測定差額のうち、
取得後利益剰余金を分離して認識することも 1 つの会計処理の候補なのかもしれない。たとえ
ば、再測定差額は、取得後利益剰余金のように、資本直入する（利益剰余金に直接算入する）こ
とも考えられるかもしれない。連結上、段階取得の再測定に係る損益は、稼ぎ出した利益とは異
なるので、全額を利益剰余金にすべきとはいえないが、取得後利益剰余金に該当する部分は、利
益剰余金等に含めてもよいのかもしれない。
13　先述のとおり、のれんには、異なるタイミングの時価を用いることによる時価評価差額の違いも影
響している。
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4 ．2 　投資の性質等への示唆
　部分時価評価法のように、段階取得において、取得後利益剰余金を相殺消去せず、新たに計上
することは、あたかも投資当初から支配していたかのように会計処理することになっていること
も指摘できよう。投資当初から支配目的である場合には、そのような会計処理の余地があるとい
えるのかもしれない。ただし、支配目的である場合もそうでない場合も包括的に会計処理してよ
いのか、再検討の余地があろう。
　また、のれんと取得後利益剰余金の計上は、いわば 10％への投資、50％への投資が、別建てで
存在するかのように処理されるように見られる。そうすると、被投資会社が子会社となる支配の
獲得や被投資会社が関連会社となる重要な影響力の獲得を待たずに、10％等の議決権比率を取得
する場合も、のれんを認識するような持分法と同様の処理を行ってもよいようにも見える。ある
いは、そもそも持分法を適用すべき重要な影響力の範囲は現行の会計基準等の規定よりも広いも
のなのかもしれない。持分法が適用される範囲は主に数値基準で定められているものの、その範
囲を広げる余地を示しているのかもしれない。一方で、段階的な持分投資は、子会社の支配を獲
得した時点では、60％総体への投資とも考えられる。部分時価評価法において、投資原価の測定
は累積で行われるとしても、その投資ごとの成否をどこまで把握する必要があるのか、再検討の
余地があろう。
　さらに、もともとの投資の性質が事業投資であれば、段階的な持分取得によって持分法投資に
なっても連結になっても、事業投資という性質は変わらないため、投資の継続といえるのかもし
れない 14。取得後利益剰余金の計上は、持分法と同様、持分に相当する業績を連結上採り入れる
事業投資であったということを（事後的に）認めるという処理であるようにも見える。ただし、
いったん清算したとみなさないことと、取得後利益剰余金を計上することに論理的なつながりが
あるのか再検討の余地があろう 15。
5 　おわりに
　日本基準を含む国際的な会計基準の現行制度では、連結財務諸表上、段階取得の企業結合につ
14　事業投資と金融投資といった投資の性質を軸としたリスクからの解放概念と段階取得の会計処理
の関係については、山下（2009）、小阪（2014）等を参照。
15　持分法適用会社以外から連結子会社となる場合、いったん新しい基礎が支配等の獲得の際に開始
するという意味で、日本基準の部分時価評価法（簡便法）や全面時価評価法では投資の清算を前提と
しているようにも見える。
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いて、従来投資の再測定が行われ、通常、のれんを認識するとともに再測定差額が損益として認
識されることとなっている。このことは、かつて認められていた部分時価評価法（原則法）にお
いて、段階取得時に親会社の投資と相殺消去されない取得後利益剰余金とそれに伴うののれんが
認識されることと似ているところがあるようにも見える。確かに、段階取得において新たに従来
投資部分についてのれんを認識しうる点では、部分時価評価法（原則法）における取得後利益剰
余金の認識は、現行基準で定められている段階取得における従来投資の再測定と共通するところ
がある。しかし、のれんの増減（通常は増加）は、現行基準においては従来の投資額を再測定す
ることによる一方で、部分時価評価法（原則法）においては、投資の再測定によって生じるので
はなく、投資と資本の相殺消去の手続きでは相殺消去されない資本である取得後利益剰余金の発
生によるものであり、その原因が異なっていることを示した。さらに、現行基準のような段階取
得における再測定差額のうち、部分時価評価法（原則法）で認識されるような取得後利益剰余金
を分けて会計処理する代替案も検討の余地があることを指摘した。
　また、本稿では、段階取得における部分時価評価法（原則法）における会計処理が、あたかも
これまでの株式取得日ごとの投資について連結を遡及的に適用したかのように、すなわち、あた
かも投資当初から支配していたかのように行われることになっていることを指摘した。さらに、
そのような会計処理は、支配目的の場合もそうでない場合も一律に行われてよいかの妥当性、持
分法の範囲の拡大可能性、投資の会計単位の捉え方と測定のあり方、投資の継続の概念との関係
等について、検討課題を残していることを指摘した。
　今後の課題は、上述の検討課題のほか、連結基礎概念との関係を明らかにすること 16、投資の
継続・清算との関係の包括的な検討を行うこと 17、持分法での会計処理を再検討すること、支配
獲得後の追加取得との整合性を再検討すること 18 等である。
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